
第２章

首都圏の現況
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平成１７年国勢調査速報値による１０月１日現在の首都圏の人口は４，２３７万人で、全国の３３．２％を

占めている。これは、前回１２年に比べ１０５万人の増加となった。また、５年ごとの人口増加率は、

これまで増加幅を縮小してきたが、今回平成１２年～１７年では２．５％と、若干増加幅を拡大した（図

表２‐１‐１）。

都県別に見ると、平成７年～１２年では首都圏のすべての都県で人口増加であったが、１２年～

１７年では増加率が上昇したのは東京都（４．２％）と神奈川県（３．５％）のみで、群馬県、茨城県

及び山梨県は人口が減少した（図表２‐１‐２）。

市区町村別に見ると、平成１２年～１７年では７年～１２年

と比べて、全般的に人口減少や増加幅を縮小した地域が

増加した。ただし、東京都心部や政令指定都市周辺は人

口増加が顕著となった（図表２‐１‐３）。

平成１７年国勢調査速報値による１０月１日現在の首都圏

の世帯数は１，７２３万世帯で、全国の３４．８％を占めている。

これは、前回１２年に比べ１１５万世帯の増加となった（図

表２‐１‐４）。

都県別に見ると、平成７年～１２年では首都圏のすべて

の都県で世帯数増加であったが、１２年～１７年でも増加率

は低下したがすべての都県で世帯数増加した（図表２‐１‐

５）。

首都圏の世帯規模（１世帯当たり人員）は２．４６人で、

昭和４５年の３．２４人以降、縮小が続いている（図表２‐１‐４）。

これは、核家族化の進行、１人暮らし世帯の増加、出生

率の低下などにより、その間の５年ごとの世帯数増加率

が、いずれも人口増加率を上回っているためである（図

表２‐１‐６）。

図表２‐１‐１ 首都圏の人口及び人口増加率の推移（昭和４５年～平成１７年）

図表２‐１‐２ 都県別人口増加率
（平成７年～１２年、
１２年～１７年）
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図表２‐１‐３ 市区町村別人口増加率（平成７年～１２年、１２年～１７年）

図表２‐１‐４ 首都圏の世帯数及び１世帯当たり人員の推移（昭和４５年～平成１７年）

図表２‐１‐５ 都県別世帯数増加率（平成
７年～１２年、１２年～１７年）

図表２‐１‐６ 首都圏の世帯数増加率及び人口増加
率（再掲）の推移（昭和５０年～平成
１７年）

注：市区町村の境域は、平成１７年１０月１日
現在に組替。

注：対前期増加率

資料：図表２‐１‐１～６とも、「国勢調査」（総務省）により国土交通省国
土計画局作成。ただし、平成１７年数値は要計表による速報値
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